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4代表的な導入手法パターン

＜レベル１＞ と ＜レベル２＞
実態調査の結果に基づき、

多くの団体で導入されている
民間サービスを提供する
以下の2社の協力を得て
導入シミュレーションを実施

・ （株）アルカディア
・ バイザー（株）

＜レベル３＞
団体により導入手法は様々で

あり、導入シミュレーションに
伴う設計等にも期間を要する
ことから、既に導入している
団体へのヒアリングにより導入
手法を把握



5導入シミュレーション実施団体

一斉送信機能の導入検証（案） ３

一斉送信機能を導入していない団体において、各レベル、代表的な導入手法パ
ターン毎に導入シミュレーションを実施する。
 対象団体

以下の条件に該当する一斉送信機能未導入の団体より、人口規模の異なる
３団体を選定する

・一斉送信機能の導入希望又は予定がある
・人口規模【30万人以上】【10万人程度】【５万人以下】それぞれ１団体
・伝達手段として、防災行政無線（同報系）、緊急速報メール、
登録制メール、ＳＮＳ、ホームページ、Ｌアラートを活用している

・近年、風水害で避難勧告等を発令している

 内容
① 調達方法、仕様書の検討
② 導入に要する費用・期間の確認
③ 留意事項の整理
上記内容を、各レベル、代表的な導入手法パターン毎にシミュレーション
（３団体×３パターン）

 期間
平成３０年９月～11月

※ 一斉送信機能の具体的な導入効果は、一斉送信機能を導入済みの団体へのヒアリングにより把握

＋

＜レベル１＞ と ＜レベル２＞
追加の選定条件
・一斉送信機能がないために住民への情
報伝達に遅れが生じた事象があった。

・緊急速報メールを1社ごとでしか送信
できない。

・防災無線の更新計画があるため、一斉
送信機能の導入について具体的な設計
が可能である。

導入シミュレーション実施団体
【30万人以上】・・・宮崎県宮崎市
【10万人程度】・・・鳥取県鳥取市
【5万人以下】 ・・・岩手県陸前高田市

＜レベル３＞
導入シミュレーションは実施せず、

既に導入している団体へのヒアリング
を実施（民間サービスでは実現できな
い独自システムを構築している団体を
選定）



6＜レベル１＞＜レベル２＞導入シミュレーション
に向けた陸前高田市へのヒアリング概要

ヒアリング日時：平成30年12月18日
ヒアリング場所：陸前高田市 消防防災センター
ヒアリング内容
導入検証の概要について
陸前高田市の現状について
一斉送信機能の紹介
ヒアリング
今後のスケジュール



7陸前高田市の現状
参考：実態調査の回答内容 

  9 災害情報伝達手段の整備状況 10 一斉送信機能の導入有無 
都道府県 市町村 1 防災

行政無
線（同報

系） 

2 コミュ
ニティＦ
Ｍ放送 

3 ＣＡＴＶ
放送 

4 緊急
速報メー

ル 

5 登録
制メール 

6 ＳＮＳ
（Twitter,
Faceboo

k） 

7 ホー
ムページ 

備考 有 
（色付きは
回答なしを
推定で○に

した） 

無 
（色付きは
回答なしを
推定で○に

した） 

備考 

岩手県 陸前高田市 ○   ○ ○ ○ ○   ○  

 

1 導入希望又は導入予定の有無 2 導入を希望又は予定している災害情報伝達手段 
1 導入
を予定し
ている 

2 導入
を希望し
ているが
導入予
定はない 

3 導入
を希望し
ていない 

4 その
他 

備考 1 防災
行政無
線（同報

系） 

2 コミュ
ニティＦ
Ｍ放送 

3 ＣＡＴＶ
放送 

4 緊急
速報メー

ル 

5 登録
制メール 

6 ＳＮＳ
（Twitter,
Faceboo

k） 

7 ホーム
ページ 

8 Ｌアラ
ート 

9 その
他 

備考 

 ○       ○ ○ ○ ○ ○   

 

3 導入を予定又は希望している時期 4 導入を予定又は希望する理由 
1 平成30

年度 
2 平成31

年度 
3 平成32

年度 
4 平成33

年度 
5 平成34
年度以降 

備考 1職員の負
担軽減 

2時間短
縮できる 

3その他 備考 

  ○    ○ ○   

 

5導入を予定又は希望しない理由 6 今後、導入したい一斉送信機能の導入手法 
1経費の
予算確
保が難し

い 

2知識・
技術がな
く、導入
不安 

3整備済
みの伝
達手段
が少ない 

4職員が
十分にい

る 

5費用対
効果が
少ない 

6他シス
テム等の
更新時
期に合わ

せる 

7 その他 備考 1不明
（わから
ない。） 

2防災行
政無線の
操作卓へ
の更新・
改修等 

3市町村が
維持管理
する独自
システムの

構築 

4民間企業
が提供す
るサービス
を活用 

5都道府
県の防
災情報シ
ステム等
を活用 

6その他 備考 

○ ○   ○    ○       

 

1 導入している団体に対して確認したい事項 
導入している団体に対して確認したい事項 備考 

導入時の改修経費及び費用対効果  

 



8ヒアリング結果
 陸前高田市の災害情報伝達の実情
 現行、被災地支援の職員を含め防災課は6名の職員で対応しているが今後、人員削
減が想定されている。また、東日本大震災の経験から、災害情報は積極的に発信し
ていることから、一斉送信機能の導入は必要と考えている。

 防災行政無線はＪアラートにより自動起動が可能であるが、避難情報を発令する場
合等、緊急性が高いときは職員が肉声で直接呼びかけている。

 音声情報（防災行政無線）と文字情報（登録制メール、緊急速報メール）の連携が
進んでいないため、音声と文字の情報でタイムラグが生じている。

 世代によって受け取る情報伝達手段が異なる。防災行政無線、戸別受信機、メール、
SNS等、様々な情報伝達手段を活用しているため職員の負担は大きい。

 東日本大震災後に導入した防災行政無線の拡張性が制約となり、一斉送信機能の導
入は難しいと防災行政無線のメーカーから言われている。

 外国人対応（多言語化）も検討していかなければならない。
 職員参集システムの導入も合わせて考えたい。

 希望（予定）する一斉送信機能のレベル
 実態調査の段階では、文字情報を一斉送信するレベル１を希望していたが、現行の
防災行政無線でも音声情報と文字情報が同時に送信できるのであればレベル2を導
入したい。

 一斉送信機能を導入していない理由
 新たなシステムの導入については知見もなく経費の規模感すらわからない。
 現行システムを改良したくても、経費の面で業者と折り合わない。
 一通り読めば、導入できるような「手引き」

 本事業に期待すること
 財政支援はもちろんだが、一斉送信機能を導入したくても、技術面で情報が不足し、
不安がある。

 これから導入を希望している自治体が「手引き」を一通り読めば、導入できるよう
な成果を期待している。



9

平成31年１月上旬 導入済団体へのヒアリング実施（レベル３）
１月下旬 鳥取市・宮崎市へのヒアリング実施（レベル１・２）
２月上旬 導入シミュレーション結果のとりまとめ

中旬 手引き案の作成

一斉送信機能の導入を検討している自治体への「手引き」として内容整理

今後のスケジュール
＜レベル１＞ と ＜レベル２＞
ヒアリング結果を踏まえ、協力２社により導入シミュレーション団体へ提案

主な提案内容
 一斉送信機能の調達仕様
 導入に係る整備スケジュール
 レベル毎の経費算出
 その他の要望に対する提案

３団体分の一連の対応（導入シミュレーション）結果をとりまとめ

＜レベル３＞
導入済団体へのヒアリング実施
（民間サービスでは実現できない独自システムを構築している団体を選定）
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